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調査の概要 

 

１ 調査の目的 

事業所における正社員及びパートタイム労働者に係る雇用管理の現状とともにパートタイム労働者

の働き方の実態などを把握することにより、平成 26 年のパートタイム労働法改正（平成 27 年４月施

行）後の事業所における正社員とパートタイム労働者との待遇の比較などパートタイム労働者をめぐ

る雇用管理等の実態を明らかにして、法改正を始めとする今後のパートタイム労働に関する施策の立

案に資することを目的とする。 

 

２ 調査の範囲及び調査客体 

（１）範囲 

ア 地域  全国 

イ 産業  日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）に基づく次の 16大産業 

鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運

輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・

技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連

サービス業のうち家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス

事業、サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。） 

ウ 事業所及び労働者 

     上記イに掲げる産業に属し、５人以上の常用労働者を雇用する事業所及び当該事業所に雇用

されるパートタイム労働者 

（２）調査客体 

ア 事業所調査 

上記（１）の範囲に属する事業所から、産業別、事業所規模別に無作為に抽出した事業所を

調査客体とした。 

イ 個人調査 

上記アの事業所調査の客体事業所に就業しているパートタイム労働者から、無作為に抽出し

た労働者を調査客体とした。 

 

３ 調査客体数、有効回答数及び有効回答率 

（１）事業所調査 調査客体数 17,348 事業所 有効回答数 10,135 事業所 有効回答率 58.4％ 

（２）個人調査 調査客体数 16,847 人 有効回答数 9,911 人 有効回答率 58.8％ 

 

４ 調査の対象期間及び実施期間 

平成 28 年 10 月１日現在の状況について、事業所調査は平成 28 年９月 23 日から 10 月 15 日までの間

に、個人調査は平成 28年 10 月 14 日から 11 月 30 日までの間に実施した。 

 

５ 調査事項 

（１）事業所調査 

事業所の属性、職種・労働者の種類別労働者数、雇用管理の状況、正社員への転換制度、処遇の

説明、パートが働きやすい職場作りの取組、改正パートタイム労働法施行後に講じた改善措置実施

の有無及び実施内容、雇用管理の見直しの際に改正パートタイム労働法の「短時間労働者の待遇の

原則」を考慮している点、正社員と職務が同じパートの雇用管理の状況、正社員と職務が同じで、
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かつ人事異動等の有無や範囲が同じパートの雇用管理の状況 

（２）個人調査（個人票） 

個人の属性、働いている理由、パートを選んだ理由、パートの就業の実態、労働条件等について、 

パートの仕事についての考え方 

 

６ 調査の方法 

（１）事業所調査 

事業所票を厚生労働省から調査客体事業所に郵送し、調査客体事業所が記入した後、厚生労働

省に郵送。 

（２）個人調査 

回収した事業所票から厚生労働省が業務を委託した民間事業者が調査客体となる労働者数を算

出し、事業所調査の客体事業所に調査客体となる労働者の抽出と個人票の配布を依頼。調査客体

労働者が個人票に記入後、厚生労働省に郵送。 

 

７ 調査機関 

（１）事業所調査 厚生労働省－報告者 

（２）個人調査 厚生労働省－厚生労働省が業務を委託した民間事業者－事業所調査客体事業所－

報告者 

 

８ 利用上の注意 

（１）統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、内訳の和が計の数値とは必ずしも

一致しないことがある。 

（２）複数回答（回答項目の選択肢について、該当する答えを複数個選択することが可能としているも

の）では、内訳の和が計の数値を超える場合がある。 

（３）表章記号について 

①「0.0」は、該当数値はあるが、四捨五入の結果、表章単位に満たないものを示す。 

②「－」は、該当数値がないことを示す。 

③「…」は、調査をしていないことを示す。 

④「＊」はサンプル数の少ないものであるので注意を要する。 

（４）東日本大震災の影響により、平成 28 年調査では、原子力災害対策特別措置法に基づき帰還困難区

域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域に設定された市町村を除外した。 

（５）東日本大震災の影響により、平成 23 年調査では、被災３県（岩手県、宮城県、福島県）を除いて

調査を実施している。また、平成 23 年調査では官公営を調査していないため、前回比較を行ってい

る平成 28年調査の結果については、被災３県及び官公営を除いて集計した数値である。 

 

９ 主な用語の定義 

〔事業所調査〕 

（１）常用労働者 

次のア～ウのいずれかに該当する者をいう。 

ア 期間を定めずに雇われている者 

イ １か月を超える期間を定めて雇われている者 

ウ 日々雇われている者又は１か月以内の期間を定めて雇われている者であって、平成 28年８

月及び９月の各月に各々18 日以上雇われた者 
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（２）就業形態 

この調査においては、労働者を「正社員」、「パート（短時間）」、「専門職」、「その他」の

４つの就業形態に区分している。なお、調査の中では「パート（短時間）」、「専門職」、「その

他」を合わせた「正社員以外の労働者」の区分も用いている。 

ア 正社員 

いわゆる正社員型の労働者をいう。短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタ

イム労働法）にいう通常の労働者。短時間正社員、勤務地限定正社員及び職種限定正社員を含む。 

イ パート（短時間）（以下、「パート」という。） 

 正社員以外の労働者で、パートタイマー、アルバイト、準社員、嘱託、臨時社員、などの名称

にかかわらず、週の所定労働時間が正社員よりも短い労働者をいう。短時間正社員は含まない。 

ウ 専門職 

  正社員以外の労働者で、１週間の所定労働時間が正社員と同じか長い労働者のうち、特定職種※

に従事し、専門的能力の発揮を目的としている労働者をいう。 

  ※「特定職種」とは、例えば、科学研究者、機械・電気技術者、プログラマー、医師、薬剤師、

デザイナー等の専門的職種をいう。 

エ その他 

 正社員以外の労働者で、１週間の所定労働時間が正社員と同じか長い労働者のうち、上記専門

職以外の労働者をいう。 

（３）事業所規模 

この調査において、事業所規模とは、その事業所に雇用されている常用労働者の人数である。 

（４）雇用期間の定め無し 

   特に雇用期間を定めずに雇用されている労働者をいい、定年までの場合を含む。 

（５）雇用期間の定め有り 

   １年契約、６か月契約など雇用期間を定めた労働契約により雇用されている労働者をいう。 

（６）職務（業務の内容及び責任の程度）が正社員と同じパート 

正社員と職務（業務の内容及び責任の程度）が同じであるパートをいう。職務（業務の内容及び責

任の程度）が同じであるかどうかは、通常従事する業務の内容だけでなく、作業のレベル（難易度）、

求められる能力、責任や権限の範囲も含め、トラブル発生などの臨時・緊急の対応、ノルマや与え

られた権限といった業務上の責任について、正社員と同じように課されるか考慮するとともに、作

業を行う上で必要な能力、作業の難易度、肉体的・精神的負担なども含めて判断したもの。 

（７）人事異動等の有無や範囲が正社員と同じパート 

正社員と同様に転勤等があるパートをいう。転勤の有無については、実際に転勤したかどうかだ

けではなく、将来にわたっての転勤の見込みを、事業所の就業規則や慣行などをもとに判断したも

の。また、転勤がパートと正社員の双方にある場合、転勤の範囲の異同について、全国転勤、エリ

ア限定など比較して違いがあるかどうか、さらに、転勤の有無及び範囲が正社員、パートとも同じ、

又は双方ともに転勤がない場合は、事業所内における職務内容・配置の変更の有無及び範囲を比較

して判断したもの。 

（８）所定労働時間数 

変形労働時間制などで１週間当たりの所定労働時間数が週により異なって定められている場合に

は、平均の１週間当たりの所定労働時間数としている。 

（９）人事異動の幅 

事業所間の転勤だけでなく、同じ事業所内での他部署への異動や、他の職種への異動の範囲をい

う。 
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（10）職務関連賃金 

基本給、賞与、役職手当等の勤務手当及び精皆勤手当等、職務内容に密接に関連して支払われる

賃金をいう。退職手当、家族手当、別居手当、子女教育手当、実費で支払われる通勤手当等は含ま

ない。 

（11）OJT 

日常の業務に就きながら行われる教育訓練をいい、教育訓練に関する計画書を作成するなどして

教育担当者、対象者、期間、内容などを具体的に定めて、段階的・継続的に教育訓練を実施するこ

とをいう。 

（12）Off-JT 

業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）をいう。 

（13）自己啓発費用の補助 

従業員が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるため

の活動（職業に関係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない）に対する費用

を援助することをいう。 

（14）改正パートタイム労働法 

   平成 27年４月１日から施行されているパートタイム労働法をいう。 

   第８条では、事業主が、雇用するパートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は、

その待遇の相違は、職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して、不合理と認められ

るものであってはならないとする、広く全てのパートタイム労働者を対象とした待遇の原則を規定

している。 

また、第９条では、パートタイム労働者の職務の内容、人材活用の仕組みや運用などが正社員と

同じ場合には、その待遇についてパートタイム労働者であることを理由に、差別的に取り扱うこと

の禁止を規定している。 

 

〔個人調査〕 

（１）勤務時間を限定した（短時間）正社員 

   無期労働契約を締結し、時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法等が同種のフルタイ

ム正社員と同等で、所定労働時間（日数）が短い正社員をいう。 

（２）勤務地を限定した（転勤のない）正社員 

   事業所において、正社員に対して勤務地の変更（転勤）を一般的に行っている場合に、無期労働

契約ではあるが、転勤するエリアが限定されていたり、転居を伴う転勤がなかったり、あるいは転

勤が一切ないなど、通常の正社員とは異なる雇用管理を行う正社員をいう。 

（３）職種を限定した（職務内容の変更がない）正社員 

   無期労働契約ではあるが、担当する職務内容や仕事の範囲が他の業務と明確に区別され、限定さ

れているなど、通常の正社員とは異なる雇用管理を行う正社員をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


